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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税は含まれておりません。 

２ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標

等の推移については、記載しておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４  純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」 (企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

回次 第86期中 第87期中 第88期中 第86期 第87期

会計期間 

自 平成16年
   ４月１日
至 平成16年 
   ９月30日

自 平成17年
   ４月１日
至 平成17年
   ９月30日

自 平成18年
   ４月１日
至 平成18年
    ９月30日

自 平成16年 
    ４月１日 
至 平成17年 
   ３月31日 

自 平成17年
   ４月１日
至 平成18年 
   ３月31日

売上高 (千円) 1,658,374 1,737,806 1,654,120 3,332,003 3,440,275

経常利益（△損失） (千円) △  31,527 30,353 20,105 △  45,333 91,110

中間(当期)純利益 
（△純損失） 

(千円) △  35,577 15,699 27,370 △  53,378 53,523

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,066,950 1,066,950 1,066,950 1,066,950 1,066,950

発行済株式総数 (株) 14,672,333 14,672,333 14,672,333 14,672,333 14,672,333

純資産額 (千円) 1,190,699 1,255,989 1,295,709 1,223,442 1,316,361

総資産額 (千円) 3,607,696 3,581,251 3,520,056 3,467,764 3,441,091

１株当たり純資産額 (円) 81.22 85.70 88.44 83.47 89.84

１株当たり中間(当期) 
純利益（△純損失） 

(円) △    2.43 1.07 1.87 △    3.64 3.65

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.0 35.1 36.8 35.3 38.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 106,614 40,740 65,546 126,139 226,772

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △  54,490 △  60,143 △ 10,825 △ 221,696 △ 107,839

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 69,961 22,770 △ 4,949 △  62,856 △ 103,755

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 218,678 155,192 216,368 151,410 166,591

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
138
(16) 

140
(15) 

141
(15) 

139 
(16) 

136
(15) 



  

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の組合員数は、オリエンタルチエン工業労働組合員106名、ＪＡＭオリエンタルチエン工業

労働組合員2名であり、労使関係については特記すべき事項はありません。 

従業員数(名)  141 (15) 



  

第２【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や金利の上昇傾向等にありまし

たが、企業収益や雇用環境の改善などを背景に、民間設備投資や個人消費が堅調に推移

し、拡大基調の景気が続いております。 

このような状況下にあって、当社の国内売上高は、伝動用ローラチェーンやコンベヤチ

ェーンを主体としたコア事業分野につきましては、国内景気の好調にも関係し事務機器・

農業機械・医療機器・工作機械等の受注が増加しましたが、一方、国内景気にも原油・素

材価格の高騰や人件費の増加も見られ始めており、企業のコストアップ要因があり、その

影響も受け販売店経由の売上高が減少しました。また、新規事業としての金属射出成形法

による精密機器関連部品については、販売も増加してきておりますが、これ等を合わせ売

上高1,424百万円と前年同期比38百万円(2.7％)の減少となりました。 

輸出売上高は、北米向けが安価なアジア製品の影響を受け減少したのと、東南アジア向

けは一部政情不安要因もあり減少し、売上高229百万円 (前年同期比16.3％減)となりまし

た。 

この結果、売上高全体では1,654百万円 (前年同期比4.8％減)となりました。 

損益面につきましては、営業面では、多様化する顧客の品質・用途に対するニーズに対

応した営業活動や新規開拓に努力してまいりましたが、前期に原材料の大幅な高騰に伴う

コストアップを販売価格に転嫁したことや、搬送装置などのチェーン取り替え需要のずれ

込み等により受注は減少しました。一方、生産面においては、売上高減少に伴う付加価値

額の減少がありましたが、多品種少量生産に対応する生産ラインの仕組みを改善し生産性

の向上を図り、また、不採算製品の製造方法の見直しや品質の向上に取り組んでまいりま

した結果、経常利益は、20百万円 (前年同期比33.8％減)、中間純利益は27百万円(前年同

期比74.3％増)となりました。 

  

製品別の売上高の状況は、次のとおりであります。 

・伝動用ローラチェーン 

国内景気の好調にも関係し、事務機器・農業機械向けが増加しましたが、搬送機

械・食品機械向けや販売店経由の小口売上が減少し、売上高は1,061百万円と前年同期

比79百万円（7.0％）の減少となりました。 

・コンベヤチェーン 

搬送機械・食品機械向け等で、装置に使用されているチェーンの取替え需要時期が

ずれ込んだことにより売上高260百万円と前年同期比14百万円（5.2％）の減少となり

ました。 

・スプロケット類 

設備投資関連の製本・搬送装置等の受注増加により、売上高128百万円と前年同期比

6百万円（5.2％）の増加となりました。 

  

 



  

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加88百万円や棚

卸資産の増加22百万円がありましたが、仕入債務の増加81百万円ならびに内部資金として

の減価償却費64百万円や税引前中間純利益31百万円等により65百万円の収入となりまし

た。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により10百万円の支出と

なりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期運転資金としての借入50百万円や社債発行

による収入50百万円がありましたが、長期借入金の約定返済94百万円および短期借入金の

返済10百万円等があり4百万円の支出となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前期末に比べ49百万円増加し216百万

円(前年同期比39.4％増)となりました。 



  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注状況を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 

製品別 生産高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン            979,319 △7.0 

コンベヤチェーン             233,745 △3.3 

スプロケット類             107,725 +18.2 

そ  の  他              58,643 △14.1 

合計 1,379,433 △5.2 

（注） １ 金額は、販売価格で表示してあります。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン 1,059,825 △5.9 200,439 +3.7 

コンベヤチェーン 269,919 △5.2 87,316 +12.9 

スプロケット類 128,368 +1.2 25,458 +8.4 

そ  の  他 205,758 △15.4 12,188 △73.0 

合計 1,663,872 △6.6 325,402 △4.1 

（注） １ 金額は、販売価格で表示してあります。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品別 販売高(千円) 前年同期比(％)

伝動用ローラチェーン 1,061,040 △7.0 

コンベヤチェーン   260,192 △5.2 

スプロケット類   128,254 +5.2 

そ  の  他   204,634 +1.9 

合計 1,654,120 △4.8 



  

 (注) １ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割

合は、次のとおりであります。 

  

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な輸出先別の割合は、次のとおりであります。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高（千円） 割 合（%） 輸出高（千円） 割 合（%） 

274,243 15.8 229,471 13.9 

輸 出 先 前中間会計期間（%） 当中間会計期間（%） 

ア  ジ  ア 

北     米 

ヨ ー ロ ッ パ 

そ  の  他 

48.7 

30.9 

14.3 

6.1 

54.3 

22.0 

16.4 

7.3 

合計 100.0 100.0 



  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

技術受入契約 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の主力製品でありますチェーンにつきましては、「軽量で高強度なチェーンの開発」をテ

ーマに平成17年度より取り組んできましたが、その成果として特定ユーザー向けチェーンが完成

しつつあります。また、この軽量・高強度チェーンの付加価値をさらに高めるため、重量に対す

る強度、いわゆる比強度のさらなる向上を図り、使用されるさまざまな環境にも対応可能となる

よう日々研究に邁進しております。 

これらチェーン製品についての研究開発費用は3,931千円であります。 

また、金属射出成形法におきましては、低熱膨張材料、高充填材料、高硬度材料等の新しい材

料の開発に着手しております。 

これに関する研究開発費用は2,643千円であります。 

  

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱小松製作所 日本 金属射出成形技術 
金属射出成形技術の実
施許諾に関する契約 

平成14年１月30日 

平成19年１月29日 



  

第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった設備計画について重要な変更はありま

せん。 

  

（2）重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりで

あります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（3）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

（4）重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所 

(所在地) 
設備の内容 投資額（千円） 完了年月 完成後の増加能力 

本社工場 

(石川県白山市) 
伝動用ローラチェーン 

製 造 設 備 他 
31,502 平成18年９月 

品質向上を図るための

設備であり能力の増加

は殆どなし 

合    計 31,502 ― ― 



  

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在 

発行数(株) 
(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式  14,672,333  14,672,333
大阪証券取引所 

市場第二部 
     ― 

計  14,672,333  14,672,333 ―      ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 (千円) 

資本金残高
 (千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 － 14,672 － 1,066,950 － 270,000



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 (注)  1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権

２個）が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式305株が含まれております。 

    

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

セーラー万年筆株式会社 東京都江東区毛利2丁目10番18号 1,524 10.39

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13番1号 1,305 8.89

オリエンタルチエン取引先持株会 石川県白山市宮永市町485番地 1,059 7.22

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り1丁目2番26号 700 4.77

上 原 一 由 横浜市鶴見区 556 3.79

秋 田 武 松 千葉県我孫子市 364 2.48

産栄チエン工業株式会社 東京都墨田区緑4丁目22番11号 340 2.32

樋 口 信 夫 東京都杉並区 335 2.28

西 本 博 行 東京都文京区 315 2.15

オリエンタルチエン社員持株会 石川県白山市宮永市町485番地 271 1.85

計 ― 6,770 46.15

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)
普通株式     21,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,532,000 14,532 ― 

単元未満株式 普通株式    119,333 ― ― 

発行済株式総数 14,672,333 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,532 ― 



  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注)  株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

  

 所有者の氏名 

  又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

オリエンタル 

チエン工業(株) 

石川県白山市 
宮永市町485 

21,000 ― 21,000 0.14 

計 ― 21,000 ― 21,000 0.14 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 223 222 200 174 165 195 

最低(円) 207 185 135 133 143 135 



  

第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52

年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務

諸表等規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財

務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



  

２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

  

 

   
前中間会計期間末

（平成17年９月30日) 
当中間会計期間末

（平成18年９月30日) 

前事業年度の

要約賃借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円)

構成比 
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産
       

 １ 現金及び預金 

 ２ 受取手形 

 ３ 売掛金 

 ４ たな卸資産 

 ５ その他 

   貸倒引当金 

  

235,192 

331,765 

520,966 

761,217 

24,998 

△7,572 

  

266,368

312,903

540,385

750,208

24,182

△3,603

   

246,591 

236,186 

529,005 

727,326 

26,369 

△3,652 

  

   流動資産合計   1,866,568 52.1 1,890,445 53.7   1,761,827 51.2

Ⅱ 固定資産
 

 １ 有形固定資産 

  

※1,2 
            

  (1) 建物 

  (2) 機械及び装置 

   (3) 工具器具及び備品 

  (4) 土地 

  (5) その他 

  

327,564 

527,118 

91,960 

244,167 

32,256 

  

317,500

478,948

54,047

242,887

34,853

   

316,835 

495,437 

58,684 

244,167 

29,122 

  

    有形固定資産合計 

 ２ 無形固定資産 

 ３ 投資その他の資産 

  (1) 投資有価証券 

  (2) その他 

    貸倒引当金 

  

1,223,067 

2,100 

  

311,262 

186,378 

△8,126 

  

1,128,237

1,960

 

299,386

204,897

△4,871

   

1,144,247 

2,030 

  

356,381 

181,476 

△4,871 

  

    投資その他の資産 
    合計 

   固定資産合計 
  

489,514 

  

 

1,714,682

 

47.9

499,412

 

 

1,629,610

  

46.3 

532,985 

  

 

1,679,264

 

48.8

   資産合計   3,581,251 100.0 3,520,056 100.0   3,441,091 100.0

           



  
  

  

 

   
前中間会計期間末

（平成17年９月30日) 
当中間会計期間末

（平成18年９月30日) 

前事業年度の

要約賃借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円)

構成比 
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 

(負債の部)
 

Ⅰ 流動負債
 

      

 １ 支払手形 

 ２ 買掛金 

 ３ 短期借入金 

 ４ 未払法人税等 

 ５ 賞与引当金 

 ６ その他 

※4 

  

※2 

  

  

※4,5 

596,210 

162,029 

751,463 

6,371 

28,343 

116,447 

  

579,321

154,815

695,944

7,065

35,246

144,482

   

508,261 

144,711 

712,741 

11,243 

29,363 

110,333 

  

   流動負債合計 

Ⅱ 固定負債
 

１ 長期借入金 

２ 社債 

 ３ 繰延税金負債 

 ４ 退職給付引当金 

※2 

  

  

  

562,788 

― 

37,558 

64,047 

1,660,866

 

 

 

 

 

46.4

 

 

 

 

 

 

 

437,795

40,000

40,056

89,621

1,616,874

 

 

 

 

 

45.9 

  

  

  

  

 
 

  

  

475,816 

― 

56,485 

75,773 

1,516,654

 

 

 

 

 

44.1

 

 

 

 

 

   固定負債合計   664,394 18.5 607,472 17.3   608,074 17.6

   負債合計   2,325,261 64.9 2,224,347 63.2   2,124,729 61.7

(資本の部) 

Ⅰ 資本金
 

Ⅱ 資本剰余金
 

  1,066,950 29.8 ― ―   1,066,950 31.0

１ 資本準備金 270,000 ―   270,000 

 資本剰余金合計
 

Ⅲ 利益剰余金   

  １ 中間(当期)未処理 
   損失 

  

  

  

159,118 

270,000

 

 

7.5

 

 

 

 

―

―

 

 

― 

  

  

  

  

121,294 

270,000

 

 

7.9

 

 

   利益剰余金合計 

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金 

Ⅴ 自己株式 

    

△  159,118

79,568

△    1,409

△4.4

2.2

△0.0

 

―

―

―

― 

― 

― 

  

△  121,294

102,946

△    2,240

△3.5

3.0

△0.1

   資本合計   1,255,989 35.1 ― ―   1,316,361 38.3

   負債資本合計   3,581,251 100.0 ― ―   3,441,091 100.0

               



  

  

  

   
前中間会計期間末

（平成17年９月30日) 
当中間会計期間末

（平成18年９月30日) 

前事業年度の

要約賃借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円)

構成比 
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 

(純資産の部)
 

Ⅰ 株主資本
 

              

 １ 資本金 

 ２ 資本剰余金 

(1) 資本準備金 

  

― 

  

― 

  

 

 

270,000

1,066,950

 

 

  

― 

  

― 

  

資本剰余金合計 

 ３ 利益剰余金 

(1)  その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

  

  

  

  

― 

―

 

 

 

 

 

 

 

△93,923

270,000

 

 

 

  

  

  

  

― 

―

 

 

 

 

利益剰余金合計   ― △93,923     ―

 ４ 自己株式   ― △2,372     ―

   株主資本合計 

Ⅱ 評価・換算差額等 

 １ その他有価証券評価
差額金 

２ 繰延ヘッジ損益 

    

―

 

―

―

―

 

 

 

 

1,240,654

 

61,599

△6,544

35.2 

  

  

  

  

―

 

―

―

―

 

 

 

   評価換算差額等合計   ― ― 55,054 1.6   ― ―

   純資産合計   ― ― 1,295,709 36.8   ― ―

   負債純資産合計   ― ― 3,520,056 100.0   ― ―

               



  

② 【中間損益計算書】 

  

 

   
前中間会計期間 

(自  平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自  平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記
番号

金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円)

百分比 
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,737,806 100.0 1,654,120 100.0   3,440,275 100.0

Ⅱ 売上原価    1,393,510 80.2 1,348,369 81.5   2,731,635 79.4

   売上総利益    344,296 19.8 305,751 18.5   708,640 20.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    302,180 17.4 274,052 16.6   595,683 17.3

営業利益    42,116 2.4 31,699 1.9   112,957 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※1   10,201 0.6 7,692 0.5   20,778 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※2   21,963 1.3 19,286 1.2   42,625 1.2

経常利益    30,353 1.7 20,105 1.2   91,110 2.7

Ⅵ 特別利益 ※3   － － 12,720 0.8   2 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4   10,823 0.6 1,377 0.1   29,681 0.9

   税引前中間(当期) 
   純利益 

   19,530 1.1 31,447 1.9   61,431 1.8

   法人税、住民税 
   及び事業税    3,831 0.2 4,077 0.2   7,908 0.2

中間(当期)純利益    15,699 0.9 27,370 1.7   53,523 1.6

   前期繰越損失    174,818    174,818

   中間(当期)未処理 
   損失    159,118    121,294

     



  

③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

項 目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,066,950 270,000 △121,294 △2,240 1,213,415 

中間会計期間中の変動額           

自己株式の取得       △131 △131 

中間純利益     27,370   27,370 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

        － 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

－ － 27,370 △131 27,239 

平成18年９月30日残高(千円) 1,066,950 270,000 △93,923 △2,372 1,240,654 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計   
その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 102,946 － 102,946 1,316,361  

中間会計期間中の変動額          

自己株式の取得       △131  

中間純利益       27,370  

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

△41,347 △6,554 △47,891 △47,891  

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

△41,347 △6,554 △47,891 △20,652  

平成18年９月30日残高(千円) 61,599 △6,554 55,054 1,295,709  



  

④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

      
  

 

    

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 税引前中間(当期)純利益     19,530   31,447 61,431

 ２ 減価償却費   79,163 64,402 169,834

 ３ その他非資金損失項目   4,657 9,826 8,082

 ４ 賞与引当金の増加額   6,573 5,882 7,593

５ 退職給付引当金の増加額   11,003 13,847 22,729

 ６ 貸倒引当金の増加 
(△減少)額 

  21 △49 △7,153

 ７ 受取利息及び受取配当金   △1,160 △1,739 △2,055

 ８ 支払利息   12,944 12,944 25,521

 ９ 為替差益   △416 △4 △3

 10 有形固定資産売却及び 
廃棄損 

  3,670 1,377 22,373

 11 有形固定資産の売却益   ― △12,720 △2

 12 売上債権の増加額   △102,658 △88,096 △15,119

 13 棚卸資産の減少 
(△増加)額 

  △9,359 △22,882 24,532

14      仕入債務の増加 
(△減少)額 

  29,973 81,164 △75,293

 15 未払消費税等の増加
   (△減少)額 

  2,837 △15,689 14,596

 16 その他   8,604 4,838 5,745

    小計   65,385 84,549 262,812

 16 利息及び配当金の受取額   1,160 1,739 2,055

 17 利息の支払額   △13,124 △12,487 △25,414

 18 法人税等の支払額   △12,680 △8,255 △12,680

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

  40,740 65,546 226,772



  

      
  

次へ 

    

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 有形固定資産の取得によ
る支出 

  △53,502 △20,764 △96,513

 ２ 有形固定資産の売却によ
る収入 

  ― 14,010 100

 ３ 投資有価証券の取得によ
る支出 

  △781 △781 △13,595

 ４ 投資有価証券の売却によ
る収入 

  ― ― 9,844

 ５ 貸付による支出   △6,704 △500 △9,000

 ６ 貸付金の回収による収入   5,958 1,306 7,634

 ７ 定期預金の払戻による収
入 

  90,000 30,000 90,000

 ８ 長期性預金の預け入によ
る支出 

  △90,000 △30,000 △90,000

 ９ その他   △5,113 △4,094 △6,309

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

  △60,143 △10,825 △107,839

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

 １ 短期借入金の純減少額   △11,000 △10,000 △23,000

 ２ 長期借入による収入   150,000 50,000 150,000

 ３ 長期借入金の返済による
支出 

  △115,862 △94,818 △229,556

 ４ 社債発行による収入   ― 50,000 ―

 ５ 自己株式の取得による 
   支出 

  △367 △131 △1,199

財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

  22,770 △4,949 △103,755

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
   換算差額 

  416 4 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
   (△減少)額 

  3,782 49,776 15,181

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 
   残高 

  151,410 166,591 151,410

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 
   期末(期末)残高 

※１ 155,192 216,368 166,591



  
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１.資産の評価基準及び評価方法 
（1)有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間会計期間末日の市場価格等 

に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

１.資産の評価基準及び評価方法 
（1)有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 
同   左 

１.資産の評価基準及び評価方法 
（1)有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
同  左 

（2)たな卸資産 
製  品・商  品・仕掛品 
総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 
移動平均法による原価法 

（2)たな卸資産 

製  品・商  品・仕掛品 
同  左 

原材料・貯蔵品 
同  左 

（2)たな卸資産 

製  品・商  品・仕掛品 
同  左 

原材料・貯蔵品 
同  左 

２.固定資産の減価償却の方法 
（1)有形固定資産 

定率法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 
ただし、平成10年4月1日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっており

ます。 

２.固定資産の減価償却の方法

（1)有形固定資産 
同  左 

２.固定資産の減価償却の方法 
（1)有形固定資産 

同  左 

（2)無形固定資産 
ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(5年)に基づく定額法によってお

ります。 

（2)無形固定資産

同  左 

（2)無形固定資産 

同  左 

（3)長期前払費用 
均等償却によっております。 
なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

（3)長期前払費用 
同  左 

（3)長期前払費用 
同  左 

３.引当金の計上基準 
（1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、回収不能見込額を計上し

ております。 
ａ一般債権 
貸倒実績率法によっておりま

す。 
ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債

権 
財務内容評価法によっており

ます。 

３.引当金の計上基準

（1)貸倒引当金 
同  左 

３.引当金の計上基準 
（1)貸倒引当金 

同  左 

（2)賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

（2)賞与引当金

同  左 
（2)賞与引当金 

同  左 



  

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異

(171,153千円)については12年によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

（3)退職給付引当金

同  左 
（3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異

(171,153千円)については12年

による按分額を費用処理してお

ります。 

４.外貨建の資産及び負債の本邦通貨 
への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４.外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 
同  左 

４.外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
５.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に 
移転すると認められるもの以外の 
ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る 
方法に準じた会計処理によってお

ります。 

５.リース取引の処理方法

同  左 

５.リース取引の処理方法 
同  左 

６.ヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 
また、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。 

６.ヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法 

同  左 

６.ヘッジ会計の方法 
 ①ヘッジ会計の方法 

同  左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
 (ヘッジ手段) 
為替予約 

 (ヘッジ対象) 
外貨建債権・債務 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段) 
為替予約、金利キャップ 

  (ヘッジ対象) 
外貨建金銭債権債務及び外貨 
建予定取引 
借入金の利息 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同  左 

 ③ヘッジ方針 
外貨建取引のうち、当社に為替

変動リスクが帰属する場合は、そ

のリスクヘッジのため実需原則に

基づき成約時に為替予約取引を行

うものとしております。また、リ

スクヘッジの手段としてのデリバ

ティブ取引は為替予約取引のみ行

うものとしております。 

 ③ヘッジ方針 

外貨建取引の一部について、為

替変動リスクを回避する目的で実

需原則に基づき成約時に為替予約

取引を行うものとしております。 
金利キャップについては、借入

金の金利上昇のリスクを回避する

目的で金利キャップ取引を行って

おります。 

 ③ヘッジ方針 
同  左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時 
点までの期間において、ヘッジ対 
象とヘッジ手段の相場変動の累計 
を比較し、両者の変動額等を基礎 
にして判断しております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって有効性

を評価しております。 
ただし、特例処理によっている

デリバティブ取引については、有

効性の評価を省略しております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 
同  左 



  

  
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７.中間キャッシュ・フロー計算書に 
おける資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な

要求払預金であります。 

７.中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 
同  左 

７.キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 
同  左 

８.その他中間財務諸表作成のための 
基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

８.その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 
同  左 

８.その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 
同  左 



  
会計処理の変更 

  
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」(企業会計審議会 平成14年
8月9日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 平成15年10月31日 企業
会計基準適用指針第6号)を適用して
おります。 

これによる損益に与える影響はあ
りません。 

  
                            

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損
に係る会計基準」(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年8
月9日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会計
基準委員会 平成15年10月31日 企
業会計基準適用指針第6号)を適用し
ております。 

これによる損益与える影響はあり
ません。 

  

  

                            

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会平成17年12月9日

企業会計基準適用指針第8号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,302,253千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。 

  

  

                            



  
注 記 事 項 

(中間貸借対照表関係)  

  
次へ 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 
（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,464,238千円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,568,021千円 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
         4,530,055千円 

※２担保資産 
  担保差入資産 
  建    物  313,473千円 
  (うち工場財団) (219,937千円) 
  機械及び装置  525,839千円 
  (うち工場財団) (525,839千円) 
  土    地  200,954千円 
  (うち工場財団) (68,307千円) 
  そ  の  他   12,310千円 
  (うち工場財団) (12,310千円) 
     計   1,052,577千円 
  (うち工場財団) (826,394千円) 

※２担保資産

  担保差入資産 
  建    物  305,234千円 
  (うち工場財団) (209,639千円)

  機械及び装置  474,057千円 
  (うち工場財団) (474,057千円)

  土    地  237,525千円 
  (うち工場財団) (68,307千円)

  そ  の  他   11,398千円 
  (うち工場財団) (11,398千円)

     計   1,028,215千円 
  (うち工場財団) (763,402千円)

※２担保資産

  担保差入資産 
  建    物  304,468千円 
  (うち工場財団) (206,034千円) 
  機械及び装置  490,444千円 
  (うち工場財団) (490,444千円) 
  土    地  238,805千円 
  (うち工場財団) (68,307千円) 
  そ  の  他   11,806千円 
  (うち工場財団) (11,806千円) 
     計   1,045,524千円 
  (うち工場財団) (776,592千円) 

  債務の内容 
  短期借入金   751,463千円 
  (うち工場財団) (713,663千円) 
  長期借入金   562,788千円 
  (うち工場財団) (428,258千円) 
     計   1,314,251千円 
  (うち工場財団)(1,141,921千円) 

  債務の内容

  短期借入金   695,944千円 
  (うち工場財団) (672,304千円)

  長期借入金   437,795千円 
  (うち工場財団) (380,385千円)

     計   1,133,739千円 
  (うち工場財団)(1,052,689千円)

  債務の内容

  短期借入金   712,741千円 
  (うち工場財団) (689,101千円) 
  長期借入金   475,816千円 
  (うち工場財団) (406,586千円) 
     計   1,188,557千円 
 (うち工場財団) (1,095,687千円) 

３手形割引高 
受取手形割引高  462,706千円 
営業外手形割引高 47,193千円 

３手形割引高

受取手形割引高  405,637千円 
営業外手形割引高 65,598千円 

３手形割引高

受取手形割引高  510,414千円 
営業外手形割引高 51,142千円 

  
                             

※４中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 
  なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高から除かれてお

ります。 
 支払手形           138,040千円 
 設備支払手形           460千円 
 受取手形割引高      50,009千円 

 

                             

※５消費税等の取扱い 
  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※５消費税等の取扱い

同  左 
 

                             



  
(中間損益計算書関係) 

  
  

(中間株主資本変動計算書関係) 
  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
１．発行済株式に関する事項 

  
2．自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
単元未満株式の買取による増加  815株 

  
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息        86千円 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息       521千円 

※１営業外収益のうち重要な項目 
受取利息       600千円

※２営業外費用のうち重要な項目 
支払利息     12,944千円 
手形売却損         6,583千円 

※２営業外費用のうち重要な項目

支払利息     11,744千円 
手形売却損         4,246千円 

※２営業外費用のうち重要な項目

支払利息     25,521千円

手形売却損         9,980千円

                            ※３特別利益のうち重要な項目

固定資産売却益(土地) 
12,720千円 

                             

※４特別損失のうち重要な項目 
役員退職慰労金   7,153千円 

                            ※４特別損失のうち重要な項目

固定資産売却及び  22,373千円

廃棄損 
役員退職慰労金   7,153千円

５減価償却実施額 
有形固定資産      79,093千円 
無形固定資産       70千円 

５減価償却実施額

有形固定資産      64,332千円 
無形固定資産       70千円 

５減価償却実施額 
有形固定資産     169,694千円

無形固定資産         140千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 
  

普通株式（株） 14,672,333 ― ― 14,672,333   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 
  

普通株式（株） 20,490 815 ― 21,305   

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※１現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金 235,192千円 現金及び預金 266,368千円 現金及び預金 246,591千円

預入期間が3か月 
を超える定期預金 △80,000千円 

預入期間が3か月

を超える定期預金 △50,000千円
預入期間が3か月 
を超える定期預金 △80,000千円

現金及び現金同等物 155,192千円 現金及び現金同等物 216,368千円 現金及び現金同等物 166,591千円



  
(リース取引関係) 

  
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(借主側)

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

工具器具及び備品 
取得価額相当額     3,732千円 
減価償却累計額相当額  1,181千円 
中間期末残高相当額     2,550千円 

工具器具及び備品

取得価額相当額     3,732千円

減価償却累計額相当額  1,928千円

中間期末残高相当額     1,803千円

工具器具及び備品

取得価額相当額     3,732千円

減価償却累計額相当額   1,555千円

期末残高相当額         2,177千円

    ソフトウェア 
取得価額相当額    59,964千円 
減価償却累計額相当額 24,630千円 
中間期末残高相当額    35,333千円 

    ソフトウェア

取得価額相当額    46,974千円

減価償却累計額相当額 21,522千円

中間期末残高相当額    25,452千円

   ソフトウェア

取得価額相当額    59,964千円

減価償却累計額相当額 30,194千円

期末残高相当額      29,769千円

そ の 他 
取得価額相当額     7,644千円 
減価償却累計額相当額  1,783千円 
中間期末残高相当額     5,860千円 

そ の 他

取得価額相当額     7,644千円

減価償却累計額相当額  3,312千円

中間期末残高相当額     4,331千円

そ の 他

取得価額相当額     7,644千円

減価償却累計額相当額  2,548千円

期末残高相当額       5,096千円

合      計 
取得価額相当額    71,340千円 
減価償却累計額相当額 27,596千円 
中間期末残高相当額    43,743千円 

合      計

取得価額相当額    58,350千円

減価償却累計額相当額 26,762千円

中間期末残高相当額    31,587千円

合      計

取得価額相当額    71,340千円

減価償却累計額相当額 34,297千円

期末残高相当額      37,042千円

なお、取得価額相当額は、未経過 

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算 

定しております。 

同  左 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

②未経過リース料中間期末残高 
相当額 
  １年以内         12,156千円 
  １年 超         31,587千円 
   合 計         43,743千円 

②未経過リース料中間期末残高

相当額 
  １年以内         10,759千円

  １年 超         20,828千円

   合 計         31,587千円

②未経過リース料期末残高相当額

  
  １年以内         10,835千円

  １年 超         26,207千円

   合 計          37,042千円

なお、未経過リース料中間期末残 

高相当額は、未経過リース料中間期 

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払 

利子込み法により算定しておりま

す。 

同  左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費 
 相当額 
  支払リース料    7,134千円 
  減価償却費相当額  7,134千円 

③支払リース料及び減価償却費

 相当額 
  支払リース料    5,455千円

  減価償却費相当額  5,455千円

③支払リース料及び減価償却費 
 相当額 
  支払リース料    13,835千円

  減価償却費相当額 13,835千円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし,残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④減価償却費相当額の算定方法

同  左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同  左 



  
(有価証券関係) 
前中間会計期間末(平成17年９月30日) 
１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない有価証券 

  
当中間会計期間末(平成18年９月30日)  
１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない有価証券  

  
前事業年度末(平成18年３月31日) 
１.時価のある有価証券 

  

２.時価評価されていない有価証券 

  
 

区分 取得原価(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 
①株 式 
②その他 

１７９,３１１
１０,０００ 

２９６,５０１
９,９３６ 

１１７,１９０
△６３ 

計 １８９,３１１ ３０６,４３８ １１７,１２６ 

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,３８８ 

４,８２４ 

計          １０,２１２ 

区分 取得原価(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 
①株 式 
 ②その他 

１８０,９０６
１０,０００ 

２８２,９７６
９,５８６ 

１０２,０６９
△４１４ 

計 １９０,９０６ ２９２,５６２ １０１,６５５ 

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,３９２ 

６,８２４ 

計          １２,２１６ 

区分 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券 

①株 式 

②その他 
１８０,１２５
１０,０００ 

３３９,７５１
９,８０５ 

１５９,６２６
△１９５ 

計 １９０,１２５ ３４９,５５６ １５９,４３１ 

内容 貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

①マネー・マネージメント・ファンド 

②非上場株式 

  

５,３８８ 

６,８２４ 

計          １２,２１３ 



  
(デリバティブ取引関係) 
前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 

  

前事業年度末（平成18年３月31日） 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引及び金利キャップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので

注記の対象から除いております。 
  
  

 (持分法損益等) 
前中間会計期間（平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度（平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 



  
 (１株当たり情報) 

  
(注) 算定上の基礎 
 1．1株当たり純資産額   

  
２．1株当たり中間 (当期) 純利益 

  
  
  

 (重要な後発事象) 
  

該当事項はありません。 
  
  
  

 (2)   【その他】 
  

該当事項はありません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額   85円 70銭 
１株当たり中間純利益  1円  7銭 
なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額   88円 44銭 
１株当たり中間純利益  1円 87銭 
なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式がないため、記載しており

ません。 

  
(追加情報) 
当中間会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 

最終改正平成18年１月31日 企業

会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 

最終改正平成18年１月31日 企業

会計基準適用指針第４号）を適用

しております。 
なお、前中間会計期間と同様の

方法により算定した当中間会計期

間の１株当たり純資産額は、88円

88銭となります。 

１株当たり純資産額   89円84銭 
１株当たり当期純利益  3円65銭 
なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式がないため、記載しており

ません。 

項 目 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日) 
(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日) 
(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 
純資産の部の合計額(千円) ― 1,295,709 ―

普通株式に係る純資産額(千円) ― 1,295,709 ―

普通株式の発行済株式数(千株) ―     14,672 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 21 ―

１株当たり純資産の算定に用い 
られた普通株式の数(千株) 

― 14,651 ―

項 目 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日) 
(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日) 
(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 
中間(当期)純利益(千円)  15,699 27,370  53,523

普通株式に係る中間(当期)純利益  15,699 27,370  53,523

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株)  14,656 14,651   14,655



  
  

第６ 【提出会社の参考情報】 
  
  
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
  
  

(1)      有価証券報告書及びその添付書類 
事業年度 第87期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日北陸財務局長に提出。 

  
(2)      有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記 (1) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成18年７月３日北陸財務局長に提出。 

 



  
  
  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
  
  
  

該当事項はありません。 



  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月22日 

オリエンタルチエン工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられているオリエンタルチエン工業株式会社の平成17年4月1日から平

成18年3月31日までの第87期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間

監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報

の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間財務諸表の作成基準に準拠して、オリエンタルチエン工業株式会社の平成17年9

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

  

以  上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

  

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 浅 田 利 博  ㊞ 

    

※     上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。 



  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月22日 

オリエンタルチエン工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられているオリエンタルチエン工業株式会社の平成18年4月1日から平

成19年3月31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間

監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報

の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間財務諸表の作成基準に準拠して、オリエンタルチエン工業株式会社の平成18年9

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

  

以  上 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

  

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 浅 田 利 博  ㊞ 

    

※     上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。 
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